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ロープウェイ式カメラモニタリングにおける
効率的なロープの設置場所決定手法

勝間 亮1,a) 小倉 広大1

受付日 2020年5月13日,採録日 2020年11月5日

概要：山林に面している農業用地の害獣被害を抑える対策として，WSN（Wireless Sensor Networks）に
よる害獣モニタリングシステムにより害獣を検知し，音や光などで追い払うことで，被害を軽減すること
が期待されている．しかし，一般的なモニタリングシステムでは監視カメラを固定しており，植物の生育
などにより撮影領域が減少するなどの問題に対処することが難しい．そこで本論文では，ロープ上を監視
カメラが移動できるロープウェイ式害獣検知システムを提案し，モニタリング品質を保ちながらロープの
設置コストをできるだけ少なくするという問題を定義し，それを解決する手法を提案する．提案手法では，
できるだけ少ない監視カメラで効率的にモニタリングを行うために，複数に分割されている監視対象領域
をまとめて監視できる領域をクラスタリング方式で求め，ロープを設置する位置を決定する．シミュレー
ション実験により，提案手法では，一般的なクラスタリング手法である k-means法を本問題に適合するよ
う拡張した手法と比べると，より少ない監視カメラで全監視領域をモニタリングできることが確認できた．
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Abstract: Damage to rural areas by vermin is expected to be reduced by wireless sensor networks constructed
from multiple sensor nodes with wireless communication devices. However, owing to their fixed monitoring
cameras, general monitoring systems cannot always cope with plant growth and other obscurations that
decrease the monitored area. This paper proposes a ropeway-type vermin detection system that moves the
monitoring cameras on ropes, defines a problem to minimize the number of required ropes in the expected
monitoring scenario, and proposes a method to solve this problem. For efficient monitoring with as few cam-
eras as possible, the proposed method groups several target areas into one by a clustering procedure. The
grouped area can then be monitored from a single position. Our simulation results show that the proposed
method monitored all target areas with fewer monitoring cameras than a general clustering method (k-means
clustering).
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1. はじめに

中山間地域などにおいて，シカ，イノシシ，サルなどの

野生獣，いわゆる害獣による農村部への被害は過去から現
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在まで長く続いている．特に畑を荒らされる被害が多く発

生しており，2008年度から 2014年度までの日本における

集計では，毎年約 200億円にものぼるほどの被害額がでて

いる [1], [2], [3], [4]．害獣被害は農作物への被害だけでな

く営農意欲の減退や，耕作放棄地の増加をもたらすなど被

害額として数字に現れる以上に農村に深刻な影響を与えて

おり，対策を講じる必要がある．近年では，人手がかから
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ない対策としてWSN（Wireless Sensor Network）を利用

する対策が注目を浴びている [5], [6], [7]．罠に出入りする

頭数をセンサと人工知能で解析し，罠に入る個体数が最大

となるタイミングでゲートを閉じるように自動操作できる

システムや，捕獲網をワイヤでつり下げ，網の下に害獣が

大量に入ったことを監視カメラで確認したうえで，網を落

として捕獲するシステムなどが利用されている．アイニッ

クス株式会社では，加速度センサ付き RF監視タグ，赤外

線センサ付き RF監視タグにより罠にかかった害獣を検知

し，その情報をM2Mでメールサーバに転送し，管理者に

捕獲メールを送るシステムを紹介している [8]．また，小川

は，web上で双方向通信・制御できるロボット監視カメラ

を作成し，監視と追い払い機能を同時に実現できる機器を

開発した [9]．このロボット監視カメラは，日中はカメラの

動体検知機能を使い，夜間は赤外線感知の外部センサ機能

を使い害獣を検知する．このように，様々な害獣への対策

のベース部分にはモニタリングが必要であり，非常に重要

な要素となる．しかし，カメラを固定する既存のモニタリ

ングシステムでは，1度設置したらその設置場所から動か

すことが困難なため，一部の機器の故障が起きた場合や，

植物の生育などでモニタリング不能となった場合に対処が

容易ではない．

そこで，移動式監視カメラを使ったモニタリング手法が

必要となってくる．移動式監視カメラを利用することで，

一部の機器の故障をカバーするようにカメラが移動した

り，障害物を避けて写したりすることが可能であり，撮影

領域を適切に保つことができるようになる．このようなモ

ニタリング手法として，立てたポールや木々の枝にロープ

を複数張り，ロープ上を移動可能な複数のカメラが協調移

動しながら対象領域を監視するロープウェイ式害獣検知シ

ステムがあげられる．ロープウェイ式害獣検知システムの

概略図を図 1 に示す．ロープ 1本につき 1個の監視カメ

ラを設置してモニタリングする．監視カメラは設置された

ロープの上のみを自由に移動でき，別のロープには移るこ

とはできない．監視カメラには通信機が搭載されており，

他の監視カメラと撮影領域についての情報を通信しあうこ

図 1 ロープウェイ式害獣検知システム概略図

Fig. 1 Schematic of our ropeway-type vermin detection sys-

tem.

とができる．このモニタリングシステムでは，ノードどう

しの情報交換による協調移動で，自身が写していない領域

を他の監視カメラが写すことで，システム全体の撮影領域

を大きくできる．また，他の監視ノードが故障しても別の

監視ノードで撮影することができる．以下，ロープ上に監

視カメラに通信機が搭載されたものを監視ノードと呼ぶ．

ロープウェイ式害獣検知システムでは，監視ノードは

ロープ上を移動するため，撮影領域はロープの設置場所に

大きな影響を受ける．そのため，監視したい地点（以下，

監視点と呼ぶ）が与えられたときに，どこにロープを設置

するかは重要な問題になる．モニタリングの情報量を増や

すにはロープを数多く設置してカメラの数を増やす方法が

考えられるが，配置コストや情報整理の大変さを考えると，

少ないロープ数，カメラ数で高品質なモニタリングを行う

ことが求められる．また，たとえばモニタリング品質を保

つためのロープの最大長や角度などの，本システム特有の

制約についても考えなければならない．そこで，本論文で

はまずロープウェイ式害獣検知システムにおいて，導入す

る監視ノードの数をできるだけ少なくしつつ，満足な監視

領域を得るようなロープの設置場所を決定する問題を定義

する．そのうえで，その対象問題の解となるロープの位置

を決定する手法を提案する．

提案手法の特徴は以下の 2点があげられる．

• 同時に複数の監視点をモニタリングできる位置を，ロー
プに関する制約を満たしつつ逐次的処理で発見する．

• 高品質モニタリングのためのカメラの可動域の保証
する．

与えられた複数の監視点に対して，同時に複数の地点を

監視できる位置に監視ノードを設置すると効率的である．

そのような監視ノードの位置を最少数ですべての監視点を

被覆する問題は二次元平面であれば単位円被覆問題として

扱うことができる．しかし，本問題はモニタリングの質を

保つためにロープの距離や角度の制限が設けられるため，

単位円被覆問題の最適解では適切なロープの設置位置を求

めることができない可能性が高い．そこで提案手法では，

集約領域を決定する処理と，ロープの設置位置を決定する

処理を交互に行い，毎処理後にロープの長さや角度の制約

を満たすように逐次的にロープの設置位置を求める．また，

移動式の監視ノードがモニタリングできる場所が，ロープ

上のある 1点のみになってしまうと移動性を活かせないモ

ニタリングになってしまう．そのため，監視点を集約する

際は，監視カメラの撮影可能距離よりも小さい範囲を想定

して集約することで，カメラがある程度移動してもすべて

の監視点をモニタリングできるような工夫を施す．

2. 関連研究

これまでにモバイルセンサとして空中飛行型（UAV）を

利用して，センシングやモニタリングを行うための様々な
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研究が行われている．適切な領域被覆を行う研究 [10]や，

LiDARを搭載した UAVで実際に森林の上空からモニタ

リングを行う研究 [11] などがある．しかし，これらは木

よりも上空の障害物のない領域を想定しており，山林地域

の地上を撮影するためには高度を下げる必要がある．しか

し，そのような環境では植物の枝や葉に飛行が妨害され

てしまうため，UAVは利用できない．一方で，地上走行

型（UGV）のセンサを利用したモニタリングの研究も行

われている．農業用地の管理のために UGVを利用する研

究 [12]や，人にとって危険な汚染領域のモニタリングの研

究 [13]などがある．しかし，山林地域では木の根や斜面，

凹凸などによりUGVが満足に走行できない可能性が高い．

これらの移動性の阻害要因に対処する必要があるため，本

論文ではロープウェイ式によりセンサに移動性能を付与す

ることを提案する．

本論文で扱う問題は，単位円被覆問題に関連がある．単

位円被覆問題は L2 ノルムにおいて NP困難であることが

知られており [14]，ユークリッド距離を基本とした理想環

境において，監視点をまとめてモニタリングできる地点の

最小個数を発見する問題が非常に難しいといえる．さら

に，本論文で扱う問題は，上記問題の解をロープで被覆し

つつ様々な制約を満たすようロープの適切な位置を求める

問題であり，単位円被覆問題の良解が本問題における最適

なロープの配置に利用できないことも多い．本論文ではこ

の新たな問題を提示し，それを解決する手法を提案する．

また，単位円被覆問題の近似アルゴリズムは様々提案さ

れているが [15], [16]，遮蔽物のない環境が前提となってい

る．本研究の発展にともない，植物などの遮蔽物を考慮し

た制約付き被覆問題への拡張が行われることが予測され

る．そのため，遮蔽物など様々な制約への拡張性が高いこ

とが望ましい．単位円被覆問題の解を算出可能かつ拡張性

の高い手法として，k-means法があげられる．一方で，本

論文での提案手法は監視点の被覆を逐次的にローカルな情

報で計算していくため，遮蔽物に対処しやすい性質を持っ

ている．

3. 問題設定

本論文のねらいは，ロープウェイ式害獣検知システム導

入時の効率の良いロープの設置手法の提案である．本章で

は，モニタリングを品質を保つうえで想定する環境，条件

について述べ，対象問題を定義する．

モニタリングの品質を保つための目標をまとめると以下

があげられる．

( 1 ) ロープ 1本あたりの最大長を制限して弛みを防ぐ．

( 2 ) ロープの数を減らしてコストを削減する．

( 3 ) 監視ノードの故障による影響を軽減する．

( 4 ) 監視ノードの移動可能範囲を保証する．

( 5 ) できるだけ多角的なモニタリングができる配置にする．

3.1 節で対象とする領域について述べる．3.2 節ではロー

プと監視ノードについて述べ，上記目標 ( 1 )のロープの最

大長の制約条件を述べる．本問題は，複数の監視点をモニ

タリング可能な位置を利用して上記目標 ( 2 )を解決するこ

とをねらいとするため，3.3 節で監視点の集約について述

べる．複数の監視点をモニタリング可能な位置がロープ上

の 1点のみになってしまうと，位置情報の計測誤差への耐

性や障害物の回避行動などのノードの移動を利用した柔軟

なモニタリングが大きく制限されてしまう．それを防ぎ上

記目標 ( 3 )と ( 4 )を達成するため，監視点を集約する際に

設ける条件を 4.1.2 項で述べる．3.4 節で対象とする問題

の入出力と目的をまとめ，目標 ( 5 )を達成するためのサブ

目的の設定について述べる．

3.1 対象領域

害獣検知では，監視ノードの撮影領域内で，害獣の姿を

撮影するため，監視ノードの設置場所が大事となる．山中

を移動する動物はやみくもに行き来するのではなく，獣道

と呼ばれる通行頻度の高いコースが存在する．獣道では，

足元の下草は食われて短くなっていたり，低木の小枝は折

られたりしているため，肉眼で発見しやすい．害獣検知で

はそのような獣道などの害獣が現れやすい場所を監視対象

とする．

本論文では，あらかじめ獣道などの監視対象において特に

監視したい場所が点として定まっているものとする．つま

り，監視領域は点として与えられる．以下，監視領域を監視

点という名称で呼ぶ．監視点の集合を S = {s0, s1 · · · , sn}
で定義する．監視点には固有の IDが割り振られている．

また，領域をもれなく監視を目的としているため，監視点

は極端に疎な配置にならないことを前提とする．

3.2 ロープと監視ノード

ロープ上には各ロープにつき 1台の監視ノードを設置す

る．監視ノードは通信機，監視カメラ，小型 PCを搭載し

ている．監視ノードは自身が設置されているロープ上での

み自由に移動でき，他のロープに移ることはできない．各

監視ノードは半径 Rc の通信範囲に存在する他のノードと

通信して情報を交換することができる．通信可能距離につ

いては，機器の電波出力により数メートルから数キロメー

トルまで様々に変更可能な通信規格も存在するため，本問

題では考慮しない．監視カメラは 360度カメラを想定する

ため，カメラの方向については考慮しない．監視カメラの

撮影可能距離を rd とする．

ロープを設置する場合，長すぎるとロープが弛んでしま

い，撮影に支障が生じる場合がある．そのため，ロープ 1

本あたりの長さには上限があるものとし，本問題に以下の

制約条件を設ける．

制約条件 1 1本のロープには長さの上限 lmax を設ける．
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3.3 監視点の集約

監視点 sをモニタリング可能な位置は，sを中心とした

半径 rd の円内の点である．少ないロープ数ですべての監

視点をモニタリングできるようにするためには，複数の監

視点を同時にモニタリングできる地点を適切に設定しなけ

ればならない．位置が近い複数の監視点 s1, s2, · · · , snを同

時にモニタリングできる領域は，各監視点 s1, s2, · · · , snか

ら距離 rd 以内を満たす領域である．その領域の中の点を

監視点 s1, s2, · · · , snの集約点と呼ぶ．効率的にロープを設

置する際には適切な集約点を発見し，その上にロープを通

さなければならない．

ロープ設置の際に必要となる集約点の集合を V =

{v0, v1 · · · , vm} と記述する．ここで，ある監視点 s が集

約点 v の位置からのモニタリング対象となるとき，sは v

に属するという．これ以降は集約点をベースに議論を進め

ていくため，以下の制約条件を設ける．

制約条件 2 すべての監視点は，いずれかの集約点に属

する．

ある集約点 v ∈ V に属する監視点の集合を A(v)とし，

A =
⋃

v A(v)とすると，各監視点はいずれかの集約点から

監視可能な状態でなければならないので，S = Aにならな

ければならない．

すべての監視点を同時にモニタリングするためには，1

つの集約点につき 1台のカメラが必要となる．すなわち，1

つの集約点につき 1本のロープを割り当てることが必要で

ある．そこで，本問題に以下の制約条件を設ける．なお，

これ以降は A(v) = ∅となる v ∈ V を空集約点，そうでな

い vを非空集約点と呼ぶ．

制約条件 3 すべての非空集約点に対して，ペアになるロー

プが重複なく存在する．

ここで，ある非空集約点 vとペアになれるロープ eの条

件は，eが vを通過していることである．

いずれかのノードが故障してしまうと，即座にモニタリ

ングがまったくできない監視点が発生する可能性が高い．

しかし，あらゆる監視点を 2つ以上のノードから監視でき

るようにすると，故障の影響を軽減できる．そのため，以

下の制約条件を設ける．

制約条件 4 非空集約点を通過するロープは 2本以上存在

する．

この条件を設けることにより，ロープ上を移動できる監

視ノードの多くは 2つの非空集約点に移動できる．そのた

め，故障した他のノードの代わりにモニタリングできるよ

うになり，ノード故障によってまったくできない監視点が

発生する可能性を大きく減らすことが可能となる．

3.4 問題の入出力，および目的

本問題の入力として監視点の集合 Sを設定する．出力は

設置するべきロープの集合 E と，各ロープ ei ∈ E の 2つ

の端点 {fi, gi}の位置座標 {(fxi, fyi), (gxi, gyi)}である．
目的はロープの本数，すなわち集合 Eの要素数をできるだ

け小さくすることである．

これまでに述べた制約条件を満たすような本問題の解は

2本のロープが同一の端点を持つ場合が多くなると考えら

れる．このような解は，2台のカメラで 1つの場所を撮影

することも可能であるような解であるといえる．複数のカ

メラで同一の場所を撮影すると，より確実性の高いデータ

になることが知られているが，2つの映像が同方向からの

ものよりは，別角度からの撮影の方が情報量は格段に多く

なる．たとえば片方からの撮影では植物に遮られる状況で

も，反対側から目標地点を撮影できる場合などがある．そ

のため，モニタリングの品質を上げるためには別角度から

撮影できることが望ましい．たとえば，ある監視点がその

まま集約点となっており，その集約点が 2本のロープの端

点となっている場合，ロープのなす角度が大きくなること

で，2つのカメラが別角度から撮影可能となる．このよう

に監視点を別角度から撮影可能なケースを増やすため，以

下のサブ目的を設ける．

サブ目的 複数本のロープが設置される非空集約点が n個

存在するとき，各ロープのなす角度が θより大きい非

空集約点の数をできるだけ nに近づける．

次に，各制約条件を満たすような本問題の解を求める手

法について述べていく．

4. 提案手法

本章では，ロープウェイ式害獣検知システムを導入する

際の効率的なロープの設置手法について述べる．提案手法

ではクラスタリング方式で複数の監視点を集約点にまとめ

ることにより，設置するロープの本数を減らし，必要な監

視ノードの数を最小にする．非空集約点は，その非空集約

点に属する監視点の代表点であり，非空集約点の位置は属

する監視点の座標の平均座標とする．集約点を決定する際

に注意しなければならないのは，全監視点を集約できるよ

うに集約点をすべて決定してから，その後に集約点を結ぶ

ようにロープを設置すると，ロープの長さの上限 lmax を

超えてしまう可能性がある．そこで提案手法では，初期に

1つの集約点を作成し，作成済の集約点を始端とするロー

プの終端の集約点（次集約点と呼ぶ）を次々と作成してい

く方式をとる．最もシンプルな集約点を求めてから順次更

新していくため，集約点の集合 V は，最初は V = ∅であ
り，その後 1つずつ追加されていく．追加する際に固有の

IDを割り振る．最初に追加される集約点を初期集約点と呼

ぶ．提案手法は 3つのフェーズから構成され，監視点を集

約点にまとめる処理を監視点集約フェーズ，次集約点を求

めることを次集約点決定フェーズと呼び，これらのフェー

ズを交互に行う．次集約点決定フェーズで新たに集約点が

追加されない場合に，最終フェーズである未集約監視点除
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去フェーズに移行する．このフェーズにより，集約されな

かった監視点を集約点と見なしてロープを設置する．

提案手法では，最初の集約点，つまり初期集約点はあら

かじめ設定された監視点の中から 1 つ選択して開始しな

くてはならない．初期集約点からロープを伸ばしていくの

で，システム全体の集約点の数，ロープの設置位置は最初

に選択監視点に影響を受ける．そのため，最適なロープの

設置位置を求めるには，最初に選択する監視点を 1つずつ

変更し，全探索する必要が出てくる．その中で，設置され

るロープの数，つまり必要な監視ノードの数が少ないとき

のロープの設置位置を提案手法の解とする．

提案手法は，ある監視点から最も近い監視点までの距離

が rd + lmax 以下となる範囲の監視点を対象とする．

4.1 提案手法のアプローチ

4.1.1 ロープの端点

制約条件 4を達成するため，提案手法ではロープの両端

はいずれかの集約点にする．具体例を図 2 に示す．ロープ

が非空集約点 vt と vt+1 を結ぶように張られているとする

と，監視ノードはそのロープ上を移動することができるた

め，非空集約点 vt，vt+1に属する監視点を監視することが

可能である．

4.1.2 集約距離係数

監視ノードはロープ上を移動できるが，その際に，ある

非空集約点に属する監視点をすべて同時にモニタリングで

きるようなロープ上の領域（ロープ上の集約領域と呼ぶ）

がただ 1点になってしまうと，その 1点にとどまることが

強制され，ノードの移動性を大きく損ねてしまう．そのた

め，監視ノードがロープ上をある程度移動しても，対象の

監視点をすべてモニタリング可能な状態にすることが望ま

しい．

ある非空集約点に対するロープ上の集約領域の大きさ

は，その非空集約点から一番遠い監視点に依存する．たと

えば，図 3 のように，非空集約点 v0 に属する最も遠い監

視点 sがあり，その距離が撮影可能最大距離 rdであり，v0

と別の集約点 v1 を結ぶロープが張られているとする．そ

のロープ上を移動する監視ノードが v0 に属する監視点を

モニタリングするとき，v0上でしかすべての監視点を監視

できず，移動することが許されない状態に陥ってしまう．

この問題を解決するために，監視点を集約する際には，

監視ノードの撮影可能距離 rd の範囲にある監視点を集約

するのでなく，rd より小さい範囲内で集約する．そこで，

集約距離係数 q（0 ≤ q ≤ 1）を導入する．集約距離係数 q

を導入した際の一番遠い監視点と非空集約点との位置関係

を図 4 に示す．集約する際に，qrd の範囲内の監視点を集

約することにより，ロープ上を (1 − q)rd の距離まで移動

できることが保証される．この集約距離係数はシステム導

入時にユーザが決めるものとする．

図 2 ロープ上を移動する監視ノードの撮影領域

Fig. 2 Connection of two merged points by stretching the rope.

The monitoring node can survey the areas covered by

both merged points.

図 3 集約距離係数を設定しない場合の一番遠い監視点と集約点

Fig. 3 Furthest monitoring point and the merged point when

the merging range coefficient is not set.

図 4 集約距離係数を設定する場合の一番遠い監視点と集約点の関係

Fig. 4 Farthest monitoring point and the merged point when

the merging range coefficient is set.

以上より，監視点を集約するにあたって，以下の制約条

件を満たさなければならない．

集約における制約 ある非空集約点に属するすべての監視

点は，その非空集約点から距離 qrd 以内に存在する．

4.2 監視点集約フェーズ

ここでは，監視点を集約する際のアルゴリズムについて

述べる．監視点集約フェーズでは，既存のクラスタリング

手法である k-means法のアイデアを用いて，監視点の平均

位置を利用する方式をとる．集約点と未集約監視点集団に

属する監視点との距離が qrd 以下の監視点をその集約点に

属する監視点とし，集約点の位置を属する監視点の平均座

標に設定する．集約点に属する監視点が収束するまで集約
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点の位置を更新し，収束した後，次集約点決定フェーズに

移行する．集約点 vi が周辺の監視点を集約するアルゴリ

ズムは以下のとおりになる．

( 1 ) 未集約監視点のうち，集約点 vi から距離 qrd 以内に

なる監視点をその集約点に属する監視点とし，集約点

vi からモニタリング可能な監視点の集合 A(vi)を更新

する．

( 2 ) A(vi)に属する監視点の平均位置を計算する．

( 3 ) 集約点 vi の位置 (vi.pos)をステップ ( 2 )で求まった

平均位置に更新する．

( 4 ) A(vi)に属する監視点に変更が生じなくなる（過去の

集合と同一の集合になる）までステップ ( 2 )，( 3 )を

繰り返す．

( 5 ) 次集約点設定フェーズに移る．

4.3 次集約点決定フェーズ

ここでは，次集約点を決定する際のアルゴリズムについ

て述べる．監視点集約フェーズで集約点の座標を決定した

後は，ロープを結ぶために結び先となる次の集約点を適切

に決定しなければならない．次集約点決定フェーズでは，

ロープの設置位置となる次集約点を決定する．次集約点

は，未集約監視点から選ばれ，その未集約監視点の座標を

次集約点の初期座標とする．ロープの設置角度のサブ目的

のため，次集約点を決定する際は，集約点に結ばれるロー

プと，未集約監視点との角度が θ以上となる未集約監視点

のうち，集約点との距離が一番小さい監視点の座標を次集

約点の初期座標とし，集約点集団 V に追加する．もし，角

度の制約条件を満たす未集約監視点と，集約点との距離が

ロープの上限を超えてしまう場合は，ロープの上限以下の

うち，一番近い未集約監視点の座標を次集約点の初期座標

とし，集約点集団 V に追加する．また，ロープの上限以下

の距離を持つ未集約監視点が存在しない場合は次集約点を

決定しないまま次集約点決定フェーズを終了する．

ある集約点 vtの次集約点 vt+1を決定する例を図 5 に示

す．この例では θ = π
2 としている．集約点 vt はロープの

結び先として，集約点 vt−1が存在しているとする．対象と

する未集約監視点を st+1 とすると，次集約点 vt+1 を決定

する際は，π
2 ≤ � vt−1vtst+1 を満たし，かつ集約点 vt との

距離 vtst+1 がロープの上限以内で一番小さい監視点 st+1

の位置を次集約点 vt+1 の初期位置として設定し，集約点

集合 V に追加する．

集約点の数が 1つしかない場合，まだロープが設置され

ていない状態なので，図 6 のように，次集約点は，未集約

監視点の中から一番近い監視点の座標を初期位置とする集

約点を設定し，集約点集団 V に追加する．もし，一番近い

監視点までの距離がロープの長さの上限を超す場合は，中

間地点に集約点を設定する．

集約点 vt の次集約点 vt+1 を設定するアルゴリズムは以

図 5 ロープの角度を考慮した次集約点決定フェーズ

Fig. 5 Selection of the next merged point considering the dis-

tance and angle constraints.

図 6 距離のみを考慮した次集約点決定フェーズ

Fig. 6 Selection of the next merged point considering the dis-

tance only.

下のとおりとなる．集約点 vt には，集約点 vt−1 からロー

プが張られていることとし，ロープの上限は lmax である．

また，未集約監視点 {S −{A}}のうち対象とする監視点を
st+1 で表現する．ある集約点 v ∈ V を端点とするロープ

のもう一方の端点となる集約点の集合を E(v)とする．

( 1 ) 集約点 vt が初期集約点ならステップ ( 2 )へ，初期集

約点以外ならステップ ( 3 )へ．

( 2 ) 集約点 vt の位置 (vt.pos)と未集約監視点 {S − {A}}
に属するすべての監視点との距離 vtst+1 を計算し，

vtst+1 ≤ lmax を満たす st+1 のうち，vtst+1 の値が一

番小さい監視点 st+1 を決定する．監視点が決定した

らステップ ( 4 )へ移行する．

( 3 ) 集約点 vt の位置 (vt.pos)と未集約監視点 {S − {A}}
のすべての監視点との距離 vtst+1 を計算し，θ ≤
� vt−1vtst+1 を満たし，かつ vtst+1 ≤ lmax を満たす

監視点 st+1 のうち，vtst+1 の値が一番小さい監視点

st+1を決定する．ここで該当する監視点が存在しない

場合はステップ ( 2 )へ．

( 4 ) 集約点 vt+1の位置 (vt+1.pos)をステップ ( 2 )，( 3 )で

求めた監視点の座標 (st+1.pos)で初期化し，集約点集
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合 V に追加する．また，E(vt)，E(vt+1)にそれぞれ，

vt+1，vt を追加する．

4.4 未集約監視点除去フェーズ

未集約監視点除去フェーズでは，監視点集約フェーズに

おいて，どの集約点にも属さなかった監視点に対してロー

プを渡していく．アルゴリズムは以下のとおりとなる．

( 1 ) 未集約監視点 {S −{A}}から 1つ取り出し，監視点 st

とする．もし，{S − {A}} = {∅}なら未集約監視点除
去フェーズを終了する．

( 2 ) 集約点 vtの位置 (vt.pos)を (st.pos)で初期化し，集約

点集合 V に追加する．

( 3 ) 集約点 vt に対して，監視点集約フェーズを行う．

( 4 ) 集約点 vt から一番近い集約点 vt+1 を計算する．

( 5 ) 距離 vtvt+1 ≤ lmax を満たすなら E(vt)，E(vt+1) に

それぞれ vt+1，vt を追加する．満たさないなら vt

と vt+1 の中間に集約点 vt+2 を追加し，(vt+2.pos)を
(vt.pos+vt+1.pos)

2 で初期化し，集約点集団 V に追加す

る．E(vt)，E(vt+1)，にそれぞれ，vt+2，vt+2 を追加

し，E(vt+2)に vt，vt+1 を追加する．

( 6 ) ステップ ( 1 )に戻る．

集約点を頂点，ロープを辺としたときに，これまでの操

作で最終的に連結なグラフが得られる．ここで，モニタリ

ングを実現するためにはカメラと集約点のペアリングがで

きていなければならない．非空集約点の数よりもロープの

数が少ない場合，空集約点を新たに角度 θのサブ目的の条

件を満たす位置に追加し，集約点の数とロープの数を一致

させることで解決する．このような位置は容易に見つかる

ため，説明は省略する．

5. シミュレーション実験による評価

提案手法によるロープの設置方法の有効性を評価するた

めに，シミュレーション実験を行った．畑と面している山

地を想定しフィールドの大きさを決定し，監視点を格子状

の配置と獣道を想定した配置に設定したマップのほかに，

ランダムに監視点を設定したマップを用意した．それらの

マップに対して集約点を求めることにより，ロープの設置

位置を決定する．本実験では，提案手法との比較のために，

逐次的処理でない方法によるシミュレーションも行った．

この比較手法として，計算量の面で優れており，三次元の単

位球被覆問題への拡張が容易な k-means法をベースとした

アルゴリズムを採用した．k-means法はシンプルかつカス

タマイズ性に優れた手法であり，将来的に遮蔽物を考慮し

た複雑な被覆問題などへの拡張可能性を見込んでベースラ

イン手法とした．この方法は，k-means法により最初に非

空集約点をすべて決定した後，各非空集約点を結ぶロープ

の最大長を最小化する連結ツリーを作成する．連結ツリー

を作成する際には，ロープの長さ制限 lmax を超えるロー

プも出てくるため，その場合には空集約点を中間点に設置

して 2本のロープで補うメカニズムも設定した．さらに，

非空集約点の数よりもロープの数が少ない場合，それらを

同数にするように，角度 θ以上を満たすように空集約点と

ロープを追加する．この手法を，以降で単に k-means法と

記述する．k-means法を提案手法と同じ条件下で実行し，

必要な集約点数，ロープの本数，角度制約の達成率，ノー

ドの移動可能距離平均を比較することで提案手法の有効性

を評価した．角度制約の達成率とは，3 章で説明したサブ

目的に関する評価項目である．複数本のロープが設置され

る非空集約点が n個存在し，各ロープのなす角度が θより

大きい非空集約点の数がm個とするとき，m
n を角度制約

の達成率と呼ぶ．ノードの移動可能距離平均とは，監視点

をすべてモニタリング可能な状態を保ちながらカメラがど

れだけ移動可能かを表す評価項目であり，提案手法の集約

距離係数の効果を測ることができる．ある集約点 vにおい

て，監視点をすべてモニタリング可能な状態を保てるカメ

ラの最大移動可能距離 cv としたとき，各集約点 ∀v ∈ V に

おける cv の平均値をノードの移動可能距離平均と呼ぶ．

5.1 シミュレーション設定

実験では，京都市左京区の安養寺山周辺の杉林を想定し，

40 [m]× 32 [m]× 10.5 [m]の三次元フィールドに対して，98

個の監視点を 2通りの方法で配置したマップ 1，2を用意し

た．マップ 1では監視点を規則正しく設置し，隣の監視点

との間隔は約 4 [m]としている．マップ 2では獣道などの

害獣が現れやすい領域を想定し，ある範囲では監視点を密

に設置し，その他の部分では疎に設置した．密な範囲の監

視点は約 2 [m]間隔で並んでおり，疎の方では約 5 [m]間隔

で並んでいる．マップ 1，2で配置した監視点をそれぞれ

図 7，図 8 に示す．マップ 1，2それぞれに対し，集約距離

係数 qの値を q = 1, 3
4 , 1

2 , 1
4 と変更し，提案手法，k-means

法を三次元空間に拡張して適用し，ロープの設置位置を求

めた．k-means法の初期クラスタ数 kは，1から順に増や

していき，すべての集約点が集約における制約（4.1.2 項で

記述）を満たした時点での値を用いた．それゆえ，k-means

法での解も集約距離係数 qによる影響を受け，ノードの移

動可能距離を保証できる．本シミュレーション実験におい

図 7 マップ 1：規則正しく設置した監視点

Fig. 7 Map 1 created from the 98 monitoring points.
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図 8 マップ 2：獣道を想定し設置した監視点

Fig. 8 Map 2 created from the 98 monitoring points.

表 1 シミュレーション実験のパラメータ

Table 1 Parameters of the simulation.

フィールドサイズ 40 [m] × 32 [m] × 10.5 [m]

監視点の数 98

監視カメラの撮影可能距離 10 [m]

ロープの限界距離 10 [m]

角度制約 θ π
2

集約距離係数 q 1.0，0.75，0.5，0.25

て設定したパラメータを表 1 にまとめる．

5.2 実験結果

5.2.1 マップ 1：規則正しく監視点を設置した環境での

結果

マップ 1に対する解の例として，集約距離係数 q = 3
4 の

ときの提案手法，k-means法の出力結果を図 9，図 10 に

それぞれ示す．これらの出力結果の図は集約点（空集約

点も含む）と設置されるロープを表す．集約距離係数を

変更したときのマップ 1に対する結果として，提案手法，

k-means法それぞれで必要となる集約点の数，ロープの本

数，角度制限達成率，ノードの平均移動可能距離を表 2 に

まとめる．

集約点とロープの数について，集約距離係数を変化さ

せても提案手法のほうが少なくできることが分かった．

k-means法では，すべての集約点が集約における制約を満

足させるために，初期クラスタ数が増加してしまう結果と

なった．また，ロープの長さが lmax を超えてしまうケー

スも見られ，そのようなロープの間に空集約点をおいて 2

本のロープとしなければならないため，集約点とロープの

数が増える要因となった．マップ 1では，集約距離係数 q

の値を 1
4 に設定すると，集約距離に対して，隣接する監視

点までの距離の方が大きくなるため，設定した監視点がそ

のまま集約点となった．集約距離係数 qの値を 1から 3
4 に

しても，必要となる集約点数，ロープの本数ともにあまり

変化が見られなかった．しかし，集約距離係数 qの値を 1
2

にした場合は，必要となる集約点数，ロープの本数ともに

大幅に増加することが確認できた．

ノードの移動可能距離平均について，両手法ともに集約

距離係数の導入によりノードの移動可能距離をある程度

図 9 マップ 1，提案手法，q = 0.75 での出力結果

Fig. 9 Simulation results of Map 1 by the proposed method

with q = 0.75.

図 10 マップ 1，kmeans 法，q = 0.75 での出力結果

Fig. 10 Simulation results of Map 1 by the k-means method

with q = 0.75.

表 2 マップ 1での提案手法，k-means法別集約点数，ロープの本数

Table 2 Results of Map 1.

集約距離係数 q

提案手法 1 3
4

1
2

1
4

集約点数 16 18 44 98

ロープの本数 15 17 43 97

角度制限達成率 100% 100% 97.5% 100%

移動可能距離平均 [m] 1.1 2.9 5.6 10.0

k-means 法

集約点数 18 21 52 98

ロープの本数 17 20 51 97

角度制限達成率 79.6% 82.4% 69.6% 100%

移動可能距離平均 [m] 1.3 3.0 6.4 10.0

調整可能であることが確認できた．また，結果としては

k-means法の方が提案手法よりも良くなった．その理由と

して，集約点の数が k-means法で多く必要とするため，集

約点 1つあたりに所属する監視点数が少なくなったことが

あげられる．集約点の数が多くなると，集約点に属する最

も遠い監視点の距離も近くなると考えられ，そのぶんノー

ドの移動可能距離が伸びる．このことについては，4.1.2 項

で述べており，想定どおりの結果であったといえる．

5.2.2 マップ 2：獣道を想定した環境での実験結果

マップ 2に対して，集約距離係数 qを変化させたときの

提案手法，k-means法による集約点の数，ロープの本数，角

度制限達成率，ノードの平均移動可能距離を表 3 に示す．

マップ 1のとき同様，必要となる集約点数，ロープの本
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表 3 マップ 2での提案手法，k-means法別集約点数，ロープの本数

Table 3 Results of Map 2.

集約距離係数 q

提案手法 1 3
4

1
2

1
4

集約点数 9 12 24 63

ロープの本数 8 11 23 62

角度制限達成率 100% 100% 100% 98.4%

移動可能距離平均 [m] 1.2 2.8 5.9 9.4

k-means 法

集約点数 14 18 37 91

ロープの本数 13 17 36 90

角度制限達成率 83.7% 86.7% 88.3% 97.6%

移動可能距離平均 [m] 1.6 3.2 6.9 9.8

数，角度制限達成率は提案手法の方が良い結果となった．

マップ 2では監視点が密な領域があるため，必要となる集

約点数，ロープの本数は，同条件でのマップ 1と比べ少な

くなった．また，集約距離係数 q の値を 1
4 に設定しても，

監視点が密に存在する領域は，集約距離に対して，隣接す

る監視点までの距離の方が小さくなり，監視点を集約でき

る結果となった．特に集約距離係数 qの値が 1
4 の場合，監

視点が密な領域で集約可能となり，マップ 1よりも集約点

の数が減っていることが確認できた．それにともない，監

視点を集約できたことで移動可能距離平均が下がることが

確認できた．

5.3 実験結果の評価

今回想定した 2つのマップ，監視点を規則正しく配置す

る場合と，密の領域を作るように配置する場合の両方とも

に，提案手法を適用することで，k-means法と比べると，

ロープの数を少なくすることが可能であった．

これら代表的な 2種のマップに対するシミュレーション

実験を通して，次のことが確認できた．まず集約点を利用

して連結なグラフを作成することにより，少ないロープの

数でモニタリングが可能であることと，故障したノード影

響を軽減できる環境を作れることが確認できた．ロープの

最大長の制約を設けることで，ロープの弛みの問題を防ぐ

ことができた．また，集約距離係数の導入により，ノード

がモニタリングを維持しつつ移動できるようにできた．各

ノードの移動可能距離について調査した結果，期待どおり，

すべてのノードについて q = 3
4 のとき 2.5 [m]が保証され，

q = 1
2 のとき 5.0 [m]が保証され，q = 1

4 のとき 7.5 [m]が

保証されていることが確認できた．集約点の数を減らすこ

とと移動可能距離平均を増やすことがトレードオフの関係

にあることも確認できた．さらに，角度 θに関するサブ目

標の導入により，多角的なモニタリングを可能にできた．

これらより，3 章で述べた高品質モニタリングの目標を達

成できたことが確認できた．

6. まとめ

本論文では，ロープウェイ式害獣検知システムにおいて，

少ないロープの数で高品質モニタリングを行うためのロー

プの配置問題を定義した．その問題に対して，複数の監視

点をまとめて監視することができる集約点を求めること

により，必要となる監視ノード減らす手法を提案した．さ

らに提案手法では，高品質モニタリングをねらいとして，

ロープの最大長などの制約を守るメカニズムや集約距離係

数を導入した．

シミュレーション実験を行い，k-means法と比較するこ

とで，提案手法の有効性を検証した．その結果，k-means

法を用いて全集約点を決定してからロープの設置位置を

決定するよりも，提案手法のように，集約点を決める処理

と，ロープの設置位置を決める処理を交互に行う方が，制

約条件を満たしつつ必要となるロープの数を少なくするこ

とができることを確認した．また，集約距離係数の導入に

より，ノードがすべての監視点をモニタリングできる状態

を維持しつつ，ある程度の距離を移動可能であることが保

証できた．

今後に残る課題としては，ロープウェイ式害獣検知シス

テムにおいて，他の監視ノードと協調移動することで，具

体的な故障ノード発生時のカバー方法や，システム全体の

撮影領域を最大化する手法を開発したい．
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